尼崎市あんしん賃貸支援事業実施要領
（目的等）

第１条　この要領は、兵庫県（以下「県」という。）が定める「兵庫あんしん賃貸支援事業実施要領」の趣旨に基づき実施する尼崎市あんしん賃貸支援事業（以下「本事業」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。

２　本事業は、尼崎市（以下「市」という。）内における民間賃貸住宅の市場において、高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯及び子育て世帯並びに賃貸人の双方の不安を解消するためのしくみを構築して民間賃貸住宅市場の環境整備を図り、これらの世帯の円滑入居と安定した賃貸借関係の構築を支援することを目的とする。

（用語の定義）

第2条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。
　⑴　高齢者等　次のいずれかに該当するものをいう。

ア　高齢者世帯　単身の高齢者又は高齢者がいる世帯
　　イ　障害者世帯　単身の障害者又は障害者がいる世帯
　　ウ　外国人世帯　単身の外国人又は外国人がいる世帯

エ　子育て世帯　小さい子どものいる世帯又は一人親世帯

　⑵　事業対象者　高齢者等のうち、家賃等を適正に支払うことができ、地域社会の中で自立した日常生活を営むことができる者（居住支援を受けることによって自立することが可能となる者を含む。）が入居又は同居する場合の者をいう。
　⑶　あんしん賃貸住宅　事業対象者のうち第１号アからエまでに掲げる類型の１以上を受け入れることとして、その類型ごとに県に登録された民間賃貸住宅をいう。ただし、当該住宅に事業対象者以外の者が入居することを妨げない。

⑷　あんしん賃貸住宅協力店（以下「協力店」という。）　本事業の趣旨に賛同し、あんしん賃貸住宅の登録の促進や当該住宅に係る仲介業務を行う事業者をいう。
⑸　あんしん賃貸支援団体（以下「支援団体」という。）　本事業の趣旨に賛同し、事業対象者及びあんしん賃貸住宅の賃貸人に対して居住支援を行う民間の団体をいう。

　⑹　実施主体　国、県、市、協力店、支援団体及び関係法人等をいう。
　　　

（事業の内容）

第３条　第１条第２項の目的を達成するため、あんしん賃貸住宅の賃貸人及び入居希望者双方に対して、実施主体が連携して居住支援等を行う。
（市の役割）
第４条　市は、本事業に係る各種情報の提供を行うほか、県、協力店及び支援団体並びに行政による住宅施策及び福祉施策等と連携して、本事業の推進を図っていくこととする。
（支援団体の役割）

第５条　支援団体は、事業対象者及びあんしん賃貸住宅の賃貸人に対する居住支援の活動を通じて、事業対象者の入居の円滑化及び居住の安定の確保を支援することとする。

（支援団体の居住支援）
第６条　支援団体は、あんしん賃貸住宅に入居する事業対象者及びあんしん賃貸住宅の賃貸人に対し、以下の各号に掲げる１以上の支援を実施することとする。

　⑴　契約手続の立会

　⑵　通訳派遣

　⑶　生活ルール・市場慣行等についての説明

　⑷　前３号に掲げる支援以外で、事業対象者のあんしん賃貸住宅への入居の円滑化のために行う支援

　⑸　入居後の電話相談

　⑹　トラブル等の際の対応

　⑺　状況観察・医療機関等との連絡等

　⑻　緊急時の対応

　⑼　前４号に掲げる支援以外で、事業対象者のあんしん賃貸住宅における居住の安定の確保のために行う支援

２　支援団体は、事業対象者の需要に適合する民間賃貸住宅があんしん賃貸住宅として登録されていないときは、協力店と連携して当該賃貸住宅の賃貸人への説明等を行い当該事業対象者の入居の円滑化に協力することとし、当該賃貸住宅への入居が可能となったときは、当該賃貸住宅をあんしん賃貸住宅として登録するよう、協力店とともに当該賃貸人に勧めることとする。
３　支援団体は、あんしん賃貸住宅への入居を希望する高齢者等が事業対象者として適当であると直ちに判断できないときは、必要に応じて専門家の意見を聴く、又は専門家の同伴を当該高齢者等に求めることができる。
４　前項の場合において、あんしん賃貸住宅への入居を希望する高齢者等が事業対象者として適当でないとされたときは、支援団体は当該高齢者等に対し、県又は市への相談等を勧めることができる。

５　支援団体は、居住支援の内容について、市及び県と十分に調整を行い、市及び県の住宅施策、福祉施策等との整合性を確保することとする。
（支援に係る費用）
第７条　支援団体は、支援の対価として、過大な費用を請求してはならない。
２　支援団体が、支援の対価として、費用を事業対象者に請求する場合は、支援を希望する事業対象者に対し、あらかじめ、費用について十分に説明を行い、当該事業対象者の合意を得ることとする。
（市と支援団体との協定）

第８条　支援団体として、市との間で支援内容等についての協定（以下「支援協定」という。）を締結しようとする者は、別記様式１（尼崎市あんしん賃貸支援事業の居住支援に関する協定締結依頼書）を市に提出しなければならない。
２　市は、活動内容と本事業の趣旨との整合、活動実績等を勘案したうえで、支援団体として適格である場合に支援協定を締結することとする。

３　市及び支援団体は、支援協定において、支援しようとする事業対象者を明らかにするとともに、支援の内容を第６条第１項各号に掲げる類型に分類したうえで明らかにすることとする。

４　市及び支援団体は、両者の合意により支援協定の解除又は内容の変更を行うことができることとする。
５　市は、支援団体が支援協定の内容に違反して事業対象者又はあんしん賃貸住宅の賃貸人に対する支援を適切に行わないときは、支援協定を解除することとする。

６　市は、支援団体との支援協定に変更が生じた場合又は支援協定を解除した場合（前項によるものを含む。）には、県にその旨を報告することとする。
（居住支援実施報告書）
第９条　支援団体は、各年度終了後２か月以内に、別記様式２（尼崎市あんしん賃貸支援事業居住支援実施報告書）を市に提出しなければならない。
（秘密保持義務及び個人情報の保護）

第１０条　本事業の全ての実施主体（その者が法人である場合にあってはその役員。次項において同じ。）及びその職員並びにこれらの者であった者は、本事業の実施によって知りえた秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない。

２　本事業の全ての実施主体は、本事業を実施する上で、事業対象者の個人情報を用いる場合は当該事業対象者の同意を、事業対象者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。
（その他）

第１１条　尼崎市及び支援団体は、居住支援の実施にあたり、尼崎市あんしん賃貸支援事業実施要領の他、関係法令等を遵守する。
　　附　則

（施行期日）
この要領は、平成２２年１０月１５日から施行する。

尼崎市あんしん賃貸支援事業の居住支援に関する協定書

尼崎市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、尼崎市あんしん賃貸支援事業実施要領（以下「要領」という。）第８条第２項の規定に基づき、あんしん賃貸支援事業（以下「事業」という。）を利用する事業対象者の入居時又は入居後の居住を継続する上で必要な居住支援を尼崎市内において実施することについて、次のとおり協定する。
（目的）

第1条 この協定は、乙が事業を利用する事業対象者及びあんしん賃貸住宅の賃貸人に必要

な支援を行うことにより、双方の不安を軽減し、事業対象者のあんしん賃貸住宅への入居機会の確保及び居住の継続を図ることを目的とする｡

（支援団体の責務）

第２条　要領第８条第３項に規定する乙が行う支援内容は別表のとおりとする。

２　乙は、前項の支援のほか、要領第６条第２項及び第３項に規定する居住支援を行うこ　ととする｡

３　乙は、前２項の居住支援を行う場合は、要領の規定を遵守して行うこととする。
（市の責務）

第３条　甲は、乙が行う居住支援に協力するとともに、要領第４条の規定に基づき必要な支援を行うものとする。

（個人情報等の保護）

第４条　甲及び乙は、居住支援を実施する上で知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない｡

２　甲及び乙は、居住支援を実施する上で知り得た個人情報を用いる場合には、本人の同意をあらかじめ文書により得ておかなければならない｡

（協定の変更及び解除）

第５条　甲及び乙は、要領第８条第４項の規定に基づき、両者の合意により支援協定の

　解除若しくは内容の変更を行うことができる｡

２　乙が要領第８条第５項に該当した場合、甲は、本協定を解除することとする｡

３　乙が兵庫県によって兵庫あんしん賃貸支援団体の登録を消除された場合、甲は、本協定を解除することとする｡

（協定に定めのない事項の処理）

第６条　前各条に定めがない事項については、要領の定めるところによるもののほか、甲、乙双方協議のうえ処理するものとする｡

　　この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙各１通を所持する｡

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　甲　　　尼崎市東七松町１丁目２３番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　尼崎市長　　稲村　和美　　印
　

　　　　　　　　　　乙　　
別表

	
	支援項目　　　　　　
	　　　　　　　内容
	高齢者世帯
	障害者世帯　　
	外国人世帯
	子育て世帯

	入居前
	契約手続等の立会い
	高齢者世帯等に対して、賃貸借契約、あるいは行政等への書類提出にかかる手続きの立会いおよび援助を行うこと｡
	
	
	
	

	
	通訳派遣
	通訳を派遣し、外国人世帯等の賃貸借契約の手続きを支援すること。
	
	
	
	

	
	生活ルール・市場慣行・諸手続等の説明
	外国人世帯等に対して、生活ルールや日本の賃貸借システム等について説明し、入居後のトラブルや、退去時のトラブルを未然に防ぐこと｡
	
	
	
	

	
	その他入居前の支援


	
	
	
	
	

	入居後
	電話相談等（訪問も含む）
	入居者や家主から電話での相談に応じ、問題の解決を図ること。
	
	
	
	

	
	トラブル等の際の対応
	高齢者世帯等の生活上のトラブルに対して相談を受け、必要に応じて出向いて対応への手助けを行なうこと。
	
	
	
	

	
	状況観察・医療機関との連絡
	一週間に一度程度、入居者の安否及び投薬等の確認、医療機関等と連携して入居者の状況観察を行うこと。
	
	
	
	

	
	緊急時の対応
	入居者が事故、死亡に到った際の関係行政機関、連帯保証人、緊急連絡等先等への連絡、相談等をサポートすること。
	
	
	
	

	
	その他入居後の支援


	
	
	
	
	


別表

	
	支援項目　　　　　　
	　　　　　　　内容
	高齢者世帯
	障害者世帯　　
	外国人世帯
	子育て世帯

	入居前
	物件の情報提供　　　　　　　　　　　　
	高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅の情報提供をすること。
	○
	○
	○
	○

	
	不動産業者の

紹介
	高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅を積極的に扱う地域の不動産業者（協力店）の情報を提供する。
	○
	○
	○
	○

	
	家賃債務保証サービスの紹介
	家主への債務保証を行う保証会社・団体、あるいは保証人代行を行う団体を紹介すること｡
	○
	○
	○
	○

	
	住宅探し・住宅改修のアドバイス
	高齢者世帯・障害者世帯等の身体状況に適した物件探しを支援する。また高齢者世帯、障害者世帯等が入居するにあたって住宅改修が必要な場合に、家主や入居者に、適切な住宅改修方法をアドバイスすること｡
	○
	○
	○
	○

	
	契約手続等の立会い
	外国人世帯、障害者世帯等に対して、賃貸借契約、あるいは行政等への書類提出にかかる手続きの立会いおよび援助を行うこと｡
	○
	○
	○
	○

	
	通訳派遣
	通訳を派遣し、外国人世帯等の賃貸借契約の手続きを支援すること。
	○
	○
	○
	○

	
	生活ルール・市場慣行・諸手続等の説明
	外国人世帯、障害者世帯等に対して、生活ルールや日本の賃貸借システム等について説明し、入居後のトラブルや、退去時のトラブルを未然に防ぐこと｡


	○
	○
	○
	○

	入居後
	電話相談
	入居者や家主から電話での相談に応じ、問題の解決を図ること。
	○
	○
	○
	○

	
	トラブル等の際の対応
	高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯の生活上のトラブルに対して相談を受け、必要に応じて出向いて対応への手助けを行なうこと。
	○
	○
	○
	○

	
	安否確認
	定期的に電話、または訪問し入居者の安否を確認すること。
	○
	○
	○
	○

	
	見守り・医療機関との連絡
	一週間に一度程度、入居者の安否及び投薬等の確認、医療機関等と連携して入居者の見守りを行うこと。
	○
	○
	○
	○

	
	家賃支払支援
	高齢者世帯・障害者世帯等に対して家賃を滞納しないよう、家賃の管理方法や滞納時の返済方法等についてアドバイスを行うこと｡
	○
	○
	○
	○

	
	緊急時の対応
	入居者が事故、死亡に到った際の関係行政機関、連帯保証人、緊急連絡等先等への連絡、相談等をサポートすること。
	○
	○
	○
	○


